
神奈川県予防医学協会　平成１６年度事業年報

25

　　　動　　　向

　化学物質関係では、平成１７年２月に作業環境測定
の評価に用いられる管理濃度が大幅に改定され、シ
アン化合物等２１物質の管理濃度が引き下げられた。
未規制物質では、液晶材料のインジウム・スズ酸化
物や、医療器具等の消毒剤に用いられるグルタルア
ルデヒドによる健康影響が指摘され、暴露防止対策
が新たな課題となっている。また、造船業などの混
在業務にあっては、塗装作業による有機溶剤中毒や
換気の悪い場所でのアーク溶接中の一酸化炭素中毒
が跡を絶たない状況である。このような規制の難し
い屋外などの有害作業についても、屋内作業と同様
に測定を行い評価する手法が平成１７年３月にガイド
ラインとして示され、屋外産業への測定の定着が今
後の課題となっている。 
　事務所関係では、平成１６年６月に事務所則の大幅
な改正が行われ、新築施設や大幅改築時のホルムア
ルデヒド濃度の測定が新たに加わった。さらに、粉
じん関係では、石綿は特化則からは切り離され、石
綿障害予防規則として規制されることになり、建設
物等の解体等の作業に係わる措置が追加された。

　　　結　　　果 

　年度別および有害要因別の事業場数、単位作業場
所数および測定数を表１、２（p  ） に示した。事業
場数、単位作業場所延数及び測定延数はいずれも昨
年に比べて若干低下傾向を示している。このことは
昨年、学校などで数多く実施したシックハウス関連
物質であるホルムアルデヒドやトルエンなどの揮発
性有機化合物の測定依頼が減少したことが大きな要
因と考えられる。
　有害要因別の単位作業場所延数では粉じんと有機
溶剤で約７０％を占め、続いて騒音が約２０％、特化物
と鉛は約１０％と少なかった。近年、有害業務の縮小
や移転などが進み、とりわけ特化物や鉛の測定数が
減少傾向にある。
　業種・規模別の調査実施事業場数を表３に示す。
調査を実施した １８８事業場のうち大半は、継続して
調査を実施している事業場で占められている。内訳
をみると、金属製品製造業、食品製造業及び電気機
械器具製造業で約３７％を占めているものの、業種に
よる大きな偏りもなく分布している。規模別では、
５０人未満の小規模事業場は５７件（３０％）と最も多く、
５０～９９人規模の事業場は４４件（２３％）となり、１００人
未満の小・中規模事業場で半分を占めている。
　有害要因別の作業環境管理区分の内訳を表４に示
す。評価を行っている単位作業場所１４８１ヵ所のう
ち、第１管理区分が１，１７８ヵ所（８０％）、第２管理区

分が１４５ヵ所（１０％）、および第３管理区分が１５８ヵ
所（１１％）であった。有害要因別の測定数、単位作
業場所数及び作業環境管理区分の法定項目の内訳を
表５－１に、自主項目の内訳を表５－２に示す。粉
じんでは、半分がアーク溶接などの自主測定で占め
られているが、有害物質については、自主項目が約
７％と少なく、未規制物質の測定の勧奨を図る必要
があると思われる。第３管理区分の内訳では、依然
と騒音が全体の約７割弱と多く、有害物関係ではダ
イオキシン類、特化物ではエチレンオキシド、塗装
など使用される混合有機溶剤が続いている。
　第３管理区分の単位作業場所数は昭和６３年の法改
正以来、有害物では年々減少傾向を示し、環境改善
が着実に進展していたが、表６に示すように、最近
３年間の作業環境管理区分の推移をみると、その傾
向は鈍化してきている。このことは、環境改善が技
術的に難しい作業場や改善に着手できない脆弱な経
営基盤の事業場が残されているためと推察される。

　　　改善指導の実施状況

　調査結果に基づく改善指導の実施状況（第２、第
３管理区分）を表７に示す。有害物の測定結果に対
する改善指導では、保護具の着用など作業管理対策
が８５件（４１％）と最も多くなっている。次いで、局
排の設置・改良など環境技術的対策に関する指導が
７１件（３４％）と続いているが、これは局排の未設置
や不備などが作業環境の良否に大きく関わっている
ためである。騒音については環境改善の難しさか
ら、指導提案が改善に結び付かないのが現状であ
り、保護具の着用と衛生教育などの指導項目が１７２
件（５１％）と大半を占めている。

　　　作業環境測定に付随した測定、検査について

　事務所測定については表２の下欄に示すように、
１７施設について一酸化炭素、炭酸ガス、浮遊粉じん
など７項目の測定を延べ６１２点実施した。気中濃度
については、主に学校や公共施設におけるホルムア
ルデヒドやトルエンなどの揮発性有機化合物の測定
が主な項目である。物理的因子としては、騒音の１
点測定、周波数分析及び照度測定で占められてい
る。個人暴露測定は粉じんや騒音など２４２点で実施
しており、今後さらに普及、定着を図る必要がある
と思われる。その他の検査として局排の定期自主検
査の代行以外にも、局排の開口面風速測定を１３７
フードで実施している。吸引不足の局排フードが依
然と多いことから、今後さらに作業環境測定と一体
とした本検査の勧奨を図る必要があると思われる。
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